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(57)【要約】
【課題】電子部品材料の固定に供され得る粘着シートで
あって、伸縮性に優れ、かつ、繰り返しの伸縮操作を行
っても、良好な伸縮性が維持され得る粘着シートを提供
すること。
【解決手段】本発明の粘着シートは、基材と、該基材の
少なくとも片側に配置された粘着剤層とを備える粘着シ
ートであって、２３℃の環境下において、張力をかけて
該粘着シートを１５０％伸長させた状態で５分間保持し
、張力を開放した際の寸法復元率が、伸長前の該粘着シ
ートを基準として８０％以上である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材と、該基材の少なくとも片側に配置された粘着剤層とを備える粘着シートであって
、
　２３℃の環境下において、張力をかけて該粘着シートを１５０％伸長させた状態で５分
間保持し、張力を開放した際の寸法復元率が、伸長前の該粘着シートを基準として８０％
以上である、
　粘着シート。
【請求項２】
　前記基材が、脂肪酸アミドを含む、請求項１に記載の粘着シート。
【請求項３】
　前記脂肪酸アミドの含有割合が、前記基材１００重量部に対して、０．００１重量部～
１０重量部である、請求項２に記載の粘着シート。
【請求項４】
　前記粘着剤層が、アクリル系粘着剤を含む、請求項１から３のいずれかに記載の粘着シ
ート。
【請求項５】
　前記アクリル系粘着剤が、極性官能基を有するモノマー由来の構成単位を含むアクリル
系ポリマーを含む、請求項４に記載の粘着シート。
【請求項６】
　前記極性官能基を有するモノマーの含有割合が、前記アクリル系ポリマー１００重量部
に対して、０．０１重量部～４０重量部である、請求項５に記載の粘着シート。
【請求項７】
　前記極性官能基を有するモノマーが、（メタ）アクリル酸である、請求項５に記載の粘
着シート。
【請求項８】
　前記（メタ）アクリル酸の含有割合が、前記（メタ）アクリル系ポリマー１００重量部
に対して、１重量部～２０重量部である、請求項８に記載の粘着シート。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粘着シートに関する。
【背景技術】
【０００２】
　半導体ウエハ、各種パッケージ類等の電子部品材料は、大径の状態で製造された後、素
子小片（チップ）に切断分離（ダイシング）されるとともに個々にピックアップされ、マ
ウント工程に移されることがある。この際、通常、被加工物は、粘着シートに貼着された
状態で各工程に供され、チップをピックアップする際には、チップ間隔を広げるべく粘着
シートを伸長させる（エキスパンド工程）。そのため、上記のように用いられる粘着シー
トが備える基材には、伸長性優れるポリ塩化ビニルフィルムが多用される（特許文献１、
２）。
【０００３】
　複数のチップの一部を粘着シートからピックアップし、残りのチップを保管する場合に
は、保管性の観点から、粘着シートは伸長後に復元することが求められる。しかしながら
、従来の粘着シート（例えば、ポリ塩化ビニルフィルムを基材とする粘着シート）は、復
元性（収縮性）が十分ではなく、特に、１枚の粘着シートに固定されたチップを複数回に
分けてピックアップするような場合には、使用し難いという問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００１－２０７１４０号公報
【特許文献２】特開２０１０－２６０８９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は上記従来の課題を解決するためになされたものであり、その目的とするところ
は、電子部品材料の固定に供され得る粘着シートであって、伸縮性に優れ、かつ、繰り返
しの伸縮操作を行っても、良好な伸縮性が維持され得る粘着シートを提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の粘着シートは、基材と、該基材の少なくとも片側に配置された粘着剤層とを備
える粘着シートであって、２３℃の環境下において、張力をかけて該粘着シートを１５０
％伸長させた状態で５分間保持し、張力を開放した際の寸法復元率が、伸長前の該粘着シ
ートを基準として２０％以下である。
　１つの実施形態においては、上記基材が、脂肪酸アミドを含む。
　１つの実施形態においては、上記脂肪酸アミドの含有割合が、上記基材１００重量部に
対して、０．００１重量部～１０重量部である。
　１つの実施形態においては、上記粘着剤層が、アクリル系粘着剤を含む。
　１つの実施形態においては、上記アクリル系粘着剤が、極性官能基を有するモノマー由
来の構成単位を含むアクリル系ポリマーを含む。
　１つの実施形態においては、上記極性官能基を有するモノマーの含有割合が、上記アク
リル系ポリマー１００重量部に対して、０．０１重量部～４０重量部である。
　１つの実施形態においては、上記極性官能基を有するモノマーが、（メタ）アクリル酸
である。
　１つの実施形態においては、上記（メタ）アクリル酸の含有割合が、上記（メタ）アク
リル系ポリマー１００重量部に対して、１重量部～２０重量部である。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、電子部品材料の固定に供され得る粘着シートであって、伸縮性に優れ
、かつ、繰り返しの伸縮操作を行っても、良好な伸縮性が維持され得る粘着シートを提供
することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の１つの実施形態による粘着シートの概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
Ａ．粘着シートの概要
　図１は、本発明の好ましい実施形態による粘着シートの概略断面図である。粘着シート
１００は、基材１０と、基材１０の少なくとも片側に配置された粘着剤層２０とを備える
。
【００１０】
　本発明の粘着シートは、２３℃の環境下において、張力をかけて粘着シートを１５０％
伸長させた状態で５分間保持し、張力を開放した際の寸法復元率（以下、単に復元率とも
いう）が、伸長前の粘着シートを基準として８０％以上であることが好ましく、８２％以
上であることがより好ましく、８５％以上であることがさらに好ましい。当該復元率は大
きいほど好ましいが、上限値は、例えば、９５％（好ましくは９８％）である。本明細書
において、復元率は、下記の方法で測定される。
　幅１０ｍｍ、長さ１００ｍｍの粘着シート片に対して、初期評点間距離Ｌ０＝５０ｍｍ
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の標線を長さ方向に記入する。チャック間距離７０ｍｍで引っ張り試験機にセットし、引
張速度３００ｍｍ／ｍｉｎで１５０％（例えば、チャック間距離：１４５ｍｍ）まで伸長
させ、伸長状態を５分間保持した後、伸長評点間距離Ｌ１を測定する。その後張力を開放
して５分後の評点間距離Ｌを測定し、下記の式により復元率（％）を求める。
　復元率（％）＝｛（伸長評点間距離Ｌ１－評点間距離Ｌ）／（伸長評点間距離Ｌ１－初
期評点間距離Ｌ０）｝×１００
【００１１】
　本発明においては、上記復元率を８０％以上とすることにより、伸縮性に優れ、かつ、
繰り返しの伸縮操作を行っても、良好な伸縮性が維持され得る粘着シートを提供すること
ができる。例えば、粘着シート上に配置された複数あるチップを、数回に分けてピックア
ップする場合、本発明の粘着シートを用いれば、ピックアップの際には当該粘着シートを
伸長させて、一部のチップを良好にピックアップすることができ、その後には、粘着シー
トが収縮復元して良好な保管性が実現される。また、このような操作を繰り返し行う場合
にも、伸縮性を発現し、良好なピックアップ性と保管性とが維持される。上記復元率は、
例えば、基材を構成する樹脂種を適切に選択すること、当該樹脂の構造を調整すること（
例えば、ポリウレタンフィルム）、ＰＰエラストマーフィルム、Ｓｔエラストマーフィル
ム等により、制御することができる。
【００１２】
　本発明の粘着シートのシリコーンミラーウエハ（例えば、厚さ２０μｍ）に対する粘着
力は、好ましくは０．１Ｎ／２０ｍｍ以上であり、より好ましくは０．５Ｎ／２０ｍｍ～
２０Ｎ／２０ｍｍであり、さらに好ましくは０．８Ｎ／２０ｍｍ～１５Ｎ／２０ｍｍであ
る。このような範囲であれば、例えば、電子部品の製造に用いられる仮固定用シートとし
て有用な粘着シートを得ることができる。２３℃の環境下で、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７：２
０００に準じた方法（貼り合わせ条件：２ｋｇローラー１往復、剥離速度：３００ｍｍ／
ｍｉｎ、剥離角度９０°）により測定した粘着力をいう。
【００１３】
　本発明の粘着シートの厚さは、好ましくは３０μｍ～５００μｍであり、より好ましく
は４０μｍ～３００μｍであり、さらに好ましくは５０μｍ～２００μｍである。
【００１４】
　本発明の粘着シートの２３℃における破断伸びは、好ましくは１００％以上であり、よ
り好ましくは２５０％以上であり、さらに好ましくは４００％～１０００％であり、特に
好ましくは５００％～９００％である。上記破断伸びは、ＪＩＳ　Ｋ７１１３に準じて測
定され得る。
【００１５】
　本発明の粘着シートの２３℃における２５％モジュラスは、好ましくは１Ｎ／１０ｍｍ
～１００Ｎ／１０ｍｍであり、より好ましくは１．５Ｎ／１０ｍｍ～５０Ｎ／１０ｍｍで
あり、さらに好ましくは２Ｎ／１０ｍｍ～２０Ｎ／１０ｍｍである。１つの実施形態にお
いては、本発明の粘着シートの２３℃における２５％モジュラスは、２０Ｎ／１０ｍｍ以
下である。このような範囲であれば、良好なエキスパンド性が得られる。２５％モジュラ
スの測定方法は、以下のとおりである。
＜２５％モジュラス測定方法＞
　粘着シートを幅１０ｍｍ、長さ１００ｍｍのサイズに切断し、恒温槽付き引張試験機に
チャック間距離が５０ｍｍになるようにセットし、粘着シートを引張速度：３００ｍｍ/
ｍｉｎで長さ方向に引張り、２５％伸びた際の応力を２５％モジュラス（Ｎ／１０ｍｍ）
とする。
【００１６】
　上記粘着シートは、本発明の効果が得られる限り、任意の適切なその他の層をさらに備
えていてもよい。また、粘着シートが実用に供されるまでの間、粘着剤層上にセパレータ
が配置されて粘着剤層が保護されたセパレータ付粘着シートが提供されてもよい。
【００１７】
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Ｂ．基材
　上記基材を構成する材料としては、本発明の効果が得られる限り、任意の適切な材料が
用いられ得る。好ましくは、上記基材を構成する材料として、ポリウレタン系樹脂、スチ
レン系エラストマーまたはプロピレン系エラストマーが用いられる。なかでも好ましくは
、ポリエステルポリオールまたはポリエーテルポリオールであり、これらのポリオールを
用いれば、本発明の効果はより顕著となる。上記ポリオールは、単独で、または２種以上
を組み合わせて用いられる。
【００１８】
　上記ポリウレタン系樹脂は、ウレタン結合を有する樹脂をいい、アクリル－ポリウレタ
ン共重合体やポリエステル－ポリウレタン共重合体も含まれる。ポリウレタン系樹脂は、
代表的には、ポリオールとポリイソシアネートとを反応させることにより得られる。ポリ
オールとしては、分子中にヒドロキシル基を２個以上有するものであれば特に限定されず
、任意の適切なポリオールが用いられる。例えば、ポリアクリルポリオール、ポリエステ
ルポリオール、ポリエーテルポリオール等が挙げられる。これらは単独で、または２種以
上を組み合わせて用いられる。
【００１９】
　上記ポリアクリルポリオールは、代表的には、（メタ）アクリル酸エステルと、水酸基
を有する単量体とを共重合させることにより得られる。（メタ）アクリル酸エステルとし
ては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリ
ル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル等が挙げられる。水酸基を
有する単量体としては、例えば、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）ア
クリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸３－ヒドキシプロピル、（メタ）
アクリル酸２－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）
アクリル酸２－ヒドロキシペンチル等の（メタ）アクリル酸のヒドロキシアルキルエステ
ル；グリセリン、トリメチロールプロパン等の多価アルコールの（メタ）アクリル酸モノ
エステル；Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド等が挙げられる。これらは単独で、ま
たは２種以上を組み合わせて用いられる。
【００２０】
　上記ポリアクリルポリオールは、上記単量体成分に加えて、他の単量体を共重合させて
いてもよい。他の単量体としては、共重合可能な限り、任意の適切な単量体が用いられる
。具体的には、（メタ）アクリル酸等の不飽和モノカルボン酸；マレイン酸等の不飽和ジ
カルボン酸ならびにその無水物およびモノまたはジエステル類；（メタ）アクリロニトリ
ル等の不飽和ニトリル類；（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルア
ミド等の不飽和アミド類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類；メチ
ルビニルエーテル等のビニルエーテル類；エチレン、プロピレン等のα－オレフィン類；
塩化ビニル、塩化ビニリデン等のハロゲン化α，β－不飽和脂肪族単量体；スチレン、α
－メチルスチレン等のα，β－不飽和芳香族単量体等が挙げられる。これらは単独で、ま
たは２種以上を組み合わせて用いられる。
【００２１】
　上記ポリエステルポリオールは、代表的には、多塩基酸成分とポリオール成分とを反応
させることにより得られる。多塩基酸成分としては、例えば、オルトフタル酸、イソフタ
ル酸、テレフタル酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、２，５－ナフタレンジカルボン
酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、ビフェニルジカルボン酸、テトラヒドロフタル酸
等の芳香族ジカルボン酸；シュウ酸、コハク酸、マロン酸、グルタル酸、アジピン酸、ピ
メリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、デカンジカルボン酸、ドデカンジカ
ルボン酸、オクタデカンジカルボン酸、酒石酸、アルキルコハク酸、リノレイン酸、マレ
イン酸、フマール酸、メサコン酸、シトラコン酸、イタコン酸等の脂肪族ジカルボン酸；
ヘキサヒドロフタル酸、テトラヒドロフタル酸、１，３－シクロヘキサンジカルボン酸、
１，４－シクロヘキサンジカルボン酸などの脂環式ジカルボン酸；あるいは、これらの酸
無水物、アルキルエステル、酸ハライド等の反応性誘導体等が挙げられる。これらは単独
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で、または２種以上を組み合わせて用いられる。
【００２２】
　上記ポリオール成分としては、エチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，
３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、ネオペンチ
ルグリコール、ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオー
ル、１，１０－デカンジオール、１－メチル－１，３－ブチレングリコール、２－メチル
－１，３－ブチレングリコール、１－メチル－１，４－ペンチレングリコール、２－メチ
ル－１，４－ペンチレングリコール、１，２－ジメチル－ネオペンチルグリコール、２，
３－ジメチル－ネオペンチルグリコール、１－メチル－１，５－ペンチレングリコール、
２－メチル－１，５－ペンチレングリコール、３－メチル－１，５－ペンチレングリコー
ル、１，２－ジメチルブチレングリコール、１，３－ジメチルブチレングリコール、２，
３－ジメチルブチレングリコール、１，４－ジメチルブチレングリコール、ジエチレング
リコール、トリエチレングリコール、ポリエチレングリコール、ジプロピレングリコール
、ポリプロピレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，４－シクロヘ
キサンジオール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、水添ビスフェノールＡ、水添ビ
スフェノールＦ等が挙げられる。これらは単独で、または２種以上を組み合わせて用いら
れる。
【００２３】
　上記ポリエーテルポリオールは、代表的には、多価アルコールにアルキレンオキシドを
開環重合して付加させることにより得られる。多価アルコールとしては、例えば、エチレ
ングリコール、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール
、グリセリン、トリメチロールプロパン等が挙げられる。アルキレンオキシドとしては、
例えば、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、ブチレンオキシド、スチレンオキシド
、テトラヒドロフラン等が挙げられる。これらは単独で、または２種以上を組み合わせて
用いられる。
【００２４】
　上記ポリイソシアネートとしては、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ドデカ
メチレンジイソシアネート、１，４－ブタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシ
アネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、２，４，４－トリ
メチルヘキサメチレンジイソシアネート、リジンジイソシアネート、２－メチルペンタン
－１，５－ジイソシアネート、３－メチルペンタン－１，５－ジイソシアネート等の脂肪
族ジイソシアネート；イソホロンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート、
４，４′－シクロヘキシルメタンジイソシアネート、１，４－シクロヘキサンジイソシア
ネート、メチルシクロヘキシレンジイソシアネート、１，３－ビス（イソシアネートメチ
ル）シクロヘキサン等の脂環族ジイソシアネート；トリレンジイソシアネート、２，２′
－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート、
４，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート、４，４′－ジフェニルジメチルメタンジ
イソシアネート、４，４′－ジベンジルジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシ
アネート、キシリレンジイソシアネート、１，３－フェニレンジイソシアネート、１，４
－フェニレンジイソシアネート等の芳香族ジイソシアネート；ジアルキルジフェニルメタ
ンジイソシアネート、テトラアルキルジフェニルメタンジイソシアネート、α，α，α，
α－テトラメチルキシリレンジイソシアネート等の芳香脂肪族ジイソシアネート等が挙げ
られる。これらは単独で、または２種以上を組み合わせて用いられる。
【００２５】
　上記ポリウレタン系樹脂の重量平均分子量は、好ましくは５０００～６０００００、さ
らに好ましくは１００００～４０００００である。上記ポリウレタン系樹脂の酸価は、好
ましくは１０以上、さらに好ましくは１０～５０、特に好ましくは２０～４５である。な
お、本明細書において、重量平均分子量は、ＧＰＣ（溶媒：ＴＨＦ）により測定され得る
。
【００２６】
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　上記スチレン系エラストマーとしては、例えば、スチレン・ブタジエン・スチレントリ
ブロック共重合体エラストマー（ＳＢＳ）、スチレン・イソプレン・スチレントリブロッ
ク共重合体エラストマー（ＳＩＳ）、スチレン－エチレン・ブチレン共重合体エラストマ
ー（ＳＥＢ）、スチレン－エチレン・プロピレン共重合体エラストマー（ＳＥＰ）、スチ
レン－エチレン・ブチレン－スチレン共重合体エラストマー（ＳＥＢＳ）、スチレン－エ
チレン・ブチレン－エチレン共重合体エラストマー（ＳＥＢＣ）、水添スチレン・ブタジ
エンエラストマー（ＨＳＢＲ）、スチレン－エチレン・プロピレン－スチレン共重合体エ
ラストマー（ＳＥＰＳ）、スチレン－エチレン・エチレン・プロピレン－スチレン共重合
体エラストマー（ＳＥＥＰＳ）、スチレン－ブタジエン・ブチレン－スチレン共重合体エ
ラストマー（ＳＢＢＳ）等が挙げられる。なかでも好ましくはＳＩＳ、ＳＥＢＳである。
【００２７】
　上記スチレン系エラストマーにおいて、スチレン由来の構成単位の含有割合は、好まし
くは３０重量％以下であり、より好ましくは２０重量％以下である。このような範囲であ
れば、伸縮性に優れる粘着シートを得ることができる。
【００２８】
　上記スチレン系エラストマーの重量平均分子量は、好ましくは１万～５０万であり、よ
り好ましくは５万～３０万である。このような範囲であれば、伸縮性に優れる粘着シート
を得ることができる。
【００２９】
　上記プロピレン系エラストマーは、プロピレン由来の構成単位を含むエラストマーであ
り、１つの実施形態においては、プロピレン由来の構成単位を含む共重合体である。上記
プロピレン系エラストマーにおいて、プロピレン由来の構成単位の含有割合は、好ましく
は３０重量％～９０重量％であり、より好ましくは５０重量％～９０重量％である。この
ような範囲であれば、伸縮性に優れる粘着シートを得ることができる。
【００３０】
　上記プロピレン系エラストマーを構成するその他の共重合成分としては、例えば、エチ
レン、１－ブテン、２－メチルプロピレン、１－ペンテン、３－メチル－１－ブテン、１
－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテン等のモノマー由来の構成単位が挙
げられる。なかでも、エチレン、１－ブテン、１－ペンテン、１－ヘキセン、１－オクテ
ン等が好ましく、エチレン、１－ブテンが特に好ましい。これらは単独で、または２種以
上を組み合わせて用いられる。１つの実施形態においては、上記プロピレン系エラストマ
ーは、エチレン由来の構成単位を含む。上記プロピレン系エラストマーにおいて、エチレ
ン由来の構成単位の含有割合は、好ましくは５重量％～２０重量％であり、より好ましく
は８重量％～１５重量％である。
【００３１】
　プロピレン系エラストマーの重量平均分子量は、好ましくは１万～５０万であり、より
好ましくは５万～３０万である。このような範囲であれば、伸縮性に優れる粘着シートを
得ることができる。
【００３２】
　１つの実施形態においては、上記基材は単層構成である。
【００３３】
　別の実施形態においては、上記基材は複層構成である。基材が複層構成である場合、基
材を構成する層のうち少なくとも１層が、上記のように、ポリウレタン系樹脂、スチレン
系エラストマーまたはプロピレン系エラストマーを含むことが好ましい。ポリウレタン系
樹脂、スチレン系エラストマーまたはプロピレン系エラストマーを含む層の合計厚さは、
基材の総厚に対して、５０％以上であることが好ましく、７０％以上であることがより好
ましい。
【００３４】
　１つの実施形態においては、上記基材は、脂肪酸アミドを含む。脂肪酸アミドを含有さ
せることにより、適度なすべり性を有する基材を得ることができる。脂肪酸アミドを含む
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基材を備える粘着シートは、搬送性に優れ、また、エキスパンダーのステージに対するグ
リップ力に優れ、エキスパンド工程において良好に伸長させることができる。上記基材が
複層構成であり、かつ、基材の片側に粘着剤層が配置される場合においては、少なくとも
、粘着剤層とは反対側に位置する当該基材の最外層に脂肪酸アミドを含有させることが好
ましい。
【００３５】
　脂肪酸アミドとしては、例えば、ラウリン酸アミド、パルミチン酸アミド、ステアリン
酸アミド、ベヘン酸アミド、オレイン酸アミド、エルカ酸アミド、ヒドロキシステアリン
酸アミド等のモノアミド類、エチレンビスラウリン酸アミド、エチレンビスステアリン酸
アミド、エチレンビスヒドロキシステアリン酸アミド、エチレンビスベヘン酸アミド、ヘ
キサメチレンビスステアリン酸アミド、エチレンビスオレイン酸アミド、ヘキサメチレン
ビスオレイン酸アミド等が挙げられる。脂肪酸アミド系滑剤を構成する脂肪酸の炭素数は
１２以上であることが好ましく、より好ましくは１２～３０であり、さらに好ましくは１
４～２８である。
【００３６】
　１つの実施形態においては、脂肪酸アミドの含有割合は、基材１００重量部に対して、
好ましくは０．００１重量部～１０重量部であり、より好ましくは０．０１重量部～３重
量部である。
【００３７】
　１つの実施形態において、上記基材が複層構成であり、かつ、基材の片側に粘着剤層が
配置される場合、粘着剤層とは反対側に位置する当該基材の最外層における脂肪酸アミド
の含有割合は、当該最外層１００重量部に対して、好ましくは０．００１重量部～１０重
量部であり、より好ましくは０．０１重量部～３重量部である。
【００３８】
　上記基材は、２３℃の環境下において、張力をかけて基材を１５０％伸長させた状態で
５分間保持し、張力を開放した際の復元率が、伸長前を基準として８０％以上であること
が好ましく、８２％以上であることがより好ましく、８５％以上であることがさらに好ま
しい。当該復元率は大きいほど好ましいが、上限値は、例えば、９５％（好ましくは９８
％）である。
【００３９】
　上記基材の２３℃における破断伸びは、好ましくは１０％以上であり、より好ましくは
２５０％以上であり、さらに好ましくは２５０％～１０００％であり、特に好ましくは２
５０％～８００％である。
【００４０】
　上記基材の２３℃における２５％モジュラスは、好ましくは１Ｎ／１０ｍｍ～１００Ｎ
／１０ｍｍであり、より好ましくは２Ｎ／１０ｍｍ～６０Ｎ／１０ｍｍであり、さらに好
ましくは３Ｎ／１０ｍｍ～３０Ｎ／１０ｍｍである。１つの実施形態においては、基材の
２３℃における２５％モジュラスは、３０Ｎ／１０ｍｍ以下である。このような範囲であ
れば、良好なエキスパンド性が得られる。
【００４１】
　上記基材のＪＩＳ　Ｋ　６２５３に準拠して測定した硬度は、好ましくは８０Ａ～１０
０Ａであり、より好ましくは８５Ａ～９５Ａである。このような範囲であれば、良好なエ
キスパンド性が得られる。１つの実施形態においては、基材を構成する材料として上記ポ
リウレタン系樹脂を用い、当該基材の上記硬度が８０Ａ～１００Ａ（好ましくは８５Ａ～
９５Ａ）とされる。このようにすれば、本発明の効果が顕著となる。
【００４２】
　上記基材の厚さは、所望とする強度または柔軟性、ならびに使用目的等に応じて、任意
の適切な厚さに設定され得る。基材の厚さは、好ましくは１０００μｍ以下であり、より
好ましくは１μｍ～５００μｍであり、さらに好ましくは１μｍ～３００μｍであり、特
に好ましくは３μｍ～２００μｍであり、最も好ましくは５μｍ～１００μｍである。
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【００４３】
　上記基材は、少なくとも一方の面のＳＵＳ３０４板に対する動摩擦力が、０．１Ｎ～７
．０Ｎであることが好ましく、０．１Ｎ～５．０Ｎであることがより好ましく、０．１Ｎ
～３．０Ｎであることがさらに好ましい。動摩擦係数がこのような範囲の基材を備える粘
着シートは、搬送性に優れ、また、エキスパンダーのステージに対するグリップ力に優れ
、エキスパンド工程において良好に伸長させることができる。
【００４４】
Ｃ．粘着剤層
　上記粘着剤層は、任意の適切な粘着剤から構成される。粘着剤としては、アクリル系粘
着剤、シリコーン系粘着剤、ビニルアルキルエーテル系粘着剤、ポリエステル系粘着剤、
ポリアミド系粘着剤、ウレタン系粘着剤、フッ素系粘着剤、スチレン－ジエンブロック共
重合体系粘着剤、活性エネルギー線硬化型粘着剤等が挙げられる。１つの実施形態におい
ては、アクリル系粘着剤が用いられる。
【００４５】
　上記アクリル系粘着剤としては、例えば、（メタ）アクリル酸アルキルエステルの１種
または２種以上を単量体成分として用いたアクリル系ポリマー（ホモポリマーまたはコポ
リマー）をベースポリマーとするアクリル系粘着剤等が挙げられる。（メタ）アクリル酸
アルキルエステルの具体例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エ
チル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリ
ル酸ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｓ－ブチル、（メタ）
アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（
メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸２－エチ
ルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（メタ）ア
クリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル、（メ
タ）アクリル酸ウンデシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸トリデシ
ル、（メタ）アクリル酸テトラデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、（メタ）アク
リル酸ヘキサデシル、（メタ）アクリル酸ヘプタデシル、（メタ）アクリル酸オクタデシ
ル、（メタ）アクリル酸ノナデシル、（メタ）アクリル酸エイコシル等の（メタ）アクリ
ル酸Ｃ１－２０アルキルエステルが挙げられる。なかでも、炭素数が４～１８の直鎖状も
しくは分岐状のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルが好ましく用い
られ得る。
【００４６】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステル由来の構成単位の含有割合は、アクリル系ポリマ
ー１００重量部に対して、好ましくは５０重量部であり、より好ましくは６０重量部以上
であり、さらに好ましくは７０重量部以上であり、特に好ましくは８０重量部～９７重量
部である。
【００４７】
　上記アクリル系ポリマーは、凝集力、耐熱性、架橋性等の改質を目的として、必要に応
じて、上記（メタ）アクリル酸アルキルエステルと共重合可能な他のモノマーに対応する
単位を含んでいてもよい。このようなモノマーとして、例えば、アクリル酸、メタクリル
酸、カルボキシエチルアクリレート、カルボキシペンチルアクリレート、イタコン酸、マ
レイン酸、フマル酸、クロトン酸等のカルボキシル基含有モノマー；無水マレイン酸、無
水イコタン酸等の酸無水物モノマー；（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（メタ）ア
クリル酸ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル
酸ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシオクチル、（メタ）アクリル酸ヒ
ドロキシデシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシラウリル、（４－ヒドロキシメチルシク
ロヘキシル）メチルメタクリレート等のヒドロキシル基含有モノマー；スチレンスルホン
酸、アリルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、
（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート、（
メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；（メタ
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）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）
アクリルアミド等の（Ｎ－置換）アミド系モノマー；（メタ）アクリル酸アミノエチル、
（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルアミ
ノエチル等の（メタ）アクリル酸アミノアルキル系モノマー；（メタ）アクリル酸メトキ
シエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル等の（メタ）アクリル酸アルコキシアルキ
ル系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウ
リルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコ
ンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコ
ンイミド、Ｎ－２－エチルヘキシルイタコンイミド、Ｎ－シクロヘキシルイタコンイミド
、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイ
ルオキシメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクルロイル－６－オキシヘキサメチレ
ンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシオクタメチレンスクシンイミ
ド等のスクシンイミド系モノマー；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリ
ドン、メチルビニルピロリドン、ビニルピリジン、ビニルピペリドン、ビニルピリミジン
、ビニルピペラジン、ビニルピラジン、ビニルピロール、ビニルイミダゾール、ビニルオ
キサゾール、ビニルモルホリン、Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類、スチレン、α－メチル
スチレン、Ｎ－ビニルカプロラクタム等のビニル系モノマー；アクリロニトリル、メタク
リロニトリル等のシアノアクリレートモノマー；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポ
キシ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アクリル酸ポリエチレングリコール、（メタ）
アクリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシエチレングリコール
、（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレングリコール等のグリコール系アクリルエス
テルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、フッ素（メタ）アクリレー
ト、シリコーン（メタ）アクリレート等の複素環、ハロゲン原子、ケイ素原子等を有する
アクリル酸エステル系モノマー；ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）エ
チレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）ア
クリレート、ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ
（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリ
スリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレ
ート、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート等の多
官能モノマー；イソプレン、ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；ビニ
ルエーテル等のビニルエーテル系モノマー等が挙げられる。これらのモノマーは、単独で
、または２種以上組み合わせて用いてもよい。
【００４８】
　１つの実施形態においては、上記アクリル系ポリマーは、極性官能基を有するモノマー
由来の構成単位を含む。基材が脂肪酸アミドを含む場合、極性官能基を有するモノマー由
来の構成単位を含むアクリル系ポリマーを用いれば、脂肪酸アミドの粘着剤層への移行を
防止することができ、耐久性に優れる粘着シートを得ることができる。極性官能基を有す
るモノマー由来の構成単位の含有割合は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、好
ましくは０．０１重量部～４０重量部であり、より好ましくは１重量部～３０重量部であ
り、さらに好ましくは２重量部～２０重量部であり、特に好ましくは３重量部～１５重量
部である。上記極性官能基としては、例えば、カルボキシル基、ヒドロキシル基等が挙げ
られる。
【００４９】
　１つの実施形態においては、極性官能基を有するモノマーとして、（メタ）アクリル酸
が用いられ得る。この実施形態において、（メタ）アクリル酸由来の構成単位の含有割合
は、アクリル系ポリマー１００重量部に対して、好ましくは１重量部～４０重量部であり
、より好ましくは１重量部～２０重量部であり、さらに好ましくは１重量部～１０重量部
である。
【００５０】
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　上記粘着剤は、必要に応じて、任意の適切な添加剤を含み得る。該添加剤としては、例
えば、開始剤、架橋剤、粘着付与剤、可塑剤、顔料、染料、充填剤、老化防止剤、導電材
、帯電防止剤、紫外線吸収剤、光安定剤、剥離調整剤、軟化剤、界面活性剤、難燃剤、酸
化防止剤等が挙げられる。
【００５１】
　１つの実施形態においては、上記粘着剤は、架橋剤を含む。
【００５２】
　上記架橋剤としては、例えば、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤、メラミン
系架橋剤、過酸化物系架橋剤の他、尿素系架橋剤、金属アルコキシド系架橋剤、金属キレ
ート系架橋剤、金属塩系架橋剤、カルボジイミド系架橋剤、オキサゾリン系架橋剤、アジ
リジン系架橋剤、アミン系架橋剤などが挙げられる。なかでも好ましくは、イソシアネー
ト系架橋剤またはエポキシ系架橋剤である。
【００５３】
　上記イソシアネート系架橋剤の具体例としては、ブチレンジイソシアネート、ヘキサメ
チレンジイソシアネート等の低級脂肪族ポリイソシアネート類；シクロペンチレンジイソ
シアネート、シクロへキシレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート等の脂環
族イソシアネート類；２，４－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタン
ジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート等の芳香族イソシアネート類；トリメチ
ロールプロパン／トリレンジイソシアネート３量体付加物（日本ポリウレタン工業社製、
商品名「コロネートＬ」）、トリメチロールプロパン／へキサメチレンジイソシアネート
３量体付加物（日本ポリウレタン工業社製、商品名「コロネートＨＬ」）、ヘキサメチレ
ンジイソシアネートのイソシアヌレート体（日本ポリウレタン工業社製、商品名「コロネ
ートＨＸ」）等のイソシアネート付加物；等が挙げられる。イソシアネート系架橋剤の含
有量は、所望とする粘着力、粘着剤層の弾性等に応じて、任意の適切な量に設定され得、
ベースポリマー１００重量部に対して、代表的には０．１重量部～２０重量部であり、よ
り好ましくは０．５重量部～１０重量部である。
【００５４】
　前記エポキシ系架橋剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ
－キシレンジアミン、ジグリシジルアニリン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－グリシジルアミノ
メチル）シクロヘキサン（三菱ガス化学社製、商品名「テトラッドＣ」）、１，６－ヘキ
サンジオールジグリシジルエーテル（共栄社化学社製、商品名「エポライト１６００」）
、ネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル（共栄社化学社製、商品名「エポライト
１５００ＮＰ」）、エチレングリコールジグリシジルエーテル（共栄社化学社製、商品名
「エポライト４０Ｅ」）、プロピレングリコールジグリシジルエーテル（共栄社化学社製
、商品名「エポライト７０Ｐ」）、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル（日本
油脂社製、商品名「エピオールＥ－４００」）、ポリプロピレングリコールジグリシジル
エーテル（日本油脂社製、商品名「エピオールＰ－２００」）、ソルビトールポリグリシ
ジルエーテル（ナガセケムテックス社製、商品名「デナコール　ＥＸ－６１１」）、グリ
セロールポリグリシジルエーテル（ナガセケムテックス社製、商品名「デナコール　ＥＸ
－３１４」）、ペンタエリスリトールポリグリシジルエーテル、ポリグリセロールポリグ
リシジルエーテル（ナガセケムテックス社製、商品名「デナコール　ＥＸ－５１２」）、
ソルビタンポリグリシジルエーテル、トリメチロールプロパンポリグリシジルエーテル、
アジピン酸ジグリシジルエステル、ｏ－フタル酸ジグリシジルエステル、トリグリシジル
－トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート、レゾルシンジグリシジルエーテル
、ビスフェノール－Ｓ－ジグリシジルエーテル、分子内にエポキシ基を２つ以上有するエ
ポキシ系樹脂等が挙げられる。エポキシ系架橋剤の含有量は、所望とする粘着力、粘着剤
層の弾性等に応じて、任意の適切な量に設定され得、ベースポリマー１００重量部に対し
て、代表的には０．０１重量部～１０重量部であり、より好ましくは０．０３重量部～５
重量部である。
【００５５】
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　上記粘着剤層の厚さは、好ましくは１μｍ～５０μｍであり、より好ましくは１μｍ～
３０μｍであり、さらに好ましくは２μｍ～２０μｍである。
【００５６】
　上記粘着剤層のナノインデンテーション法による弾性率は、好ましくは０．００５～５
ＭＰａであり、より好ましくは０．０１～２ＭＰａである。このような範囲であれば、基
材の伸縮性を阻害し難い粘着剤層を形成することができ、本発明の効果がより顕著となる
。また、適切な粘着力を有する粘着剤層を形成することができる。上記弾性率は、例えば
、粘着剤層に含まれる粘着剤の組成；粘着剤のベースポリマーとなる樹脂材料の種類、分
子量、架橋度等により調整することができる。なお、ナノインデンテーション法による弾
性率とは、圧子を試料（熱膨張性微小球が存在しない箇所）に押し込んだときの、圧子へ
の負荷荷重と押し込み深さとを負荷時、除荷時にわたり連続的に測定し、得られた負荷荷
重－押し込み深さ曲線から求められる。本明細書において、ナノインデンテーション法に
よる弾性率とは、測定条件を荷重：１ｍＮ、負荷・除荷速度：０．１ｍＮ／ｓ、保持時間
：１ｓ、環境温度：２３℃として上記のように測定した弾性率をいう。
【００５７】
Ｄ．粘着シートの製造方法
　本発明の粘着シートは、任意の適切な方法により製造することができる。本発明の粘着
シートは、基材上に粘着剤層を形成して得られ得る。粘着剤層の形成方法としては、例え
ば、基材上に粘着剤を塗工する方法、任意の適切なフィルム上に、粘着剤を塗工し形成さ
れた塗工層を中間層に転写する方法等が挙げられる。
【００５８】
　上記粘着剤の塗工方法としては、任意の適切な塗工方法が採用され得る。例えば、塗布
した後に乾燥して各層を形成することができる。塗布方法としては、例えば、マルチコー
ター、ダイコーター、グラビアコーター、アプリケーター等を用いた塗布方法が挙げられ
る。乾燥方法としては、例えば、自然乾燥、加熱乾燥等が挙げられる。
【００５９】
Ｅ．用途
　本発明の粘着シートは、電子部品を製造する際に、電子部品材料を仮固定するためのシ
ートとして、好適に用いられ得る。１つの実施形態においては、本発明の粘着シートは、
チップピックアップ用の粘着シートとして用いられ得る。電子部品材料を切断する際の仮
固定シートとして用いられる。該電子部品材料としては、例えば、半導体チップ、ＬＥＤ
チップ、セラミックコンデンサ等が挙げられる。
【実施例】
【００６０】
　以下、実施例によって本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例によって限
定されるものではない。実施例における評価方法は以下のとおりである。なお、下記評価
においては、セパレータを剥離した粘着シートを用いた。また、実施例において、特に明
記しない限り、「部」および「％」は重量基準である。
【００６１】
（１）復元率
　幅１０ｍｍ、長さ１００ｍｍの粘着シート片に対して、初期評点間距離Ｌ０＝５０ｍｍ
の標線を長さ方向に記入した。２３℃の環境温度下で、チャック間距離７０ｍｍで引っ張
り試験機にセットし、引張速度３００ｍｍ／ｍｉｎで１５０％（チャック間距離：１４５
ｍｍ）まで伸長させ、伸長状態を５分間保持した後、伸長評点間距離Ｌ１を測定した。そ
の後張力を開放して５分後の評点間距離Ｌを測定し、下記の式により復元率（％）を求め
た。
　復元率（％）＝｛（伸長評点間距離Ｌ１－評点間距離Ｌ）／（伸長評点間距離Ｌ１－初
期評点間距離Ｌ０）｝×１００
　復元率は、所定方向Ｉと当該方向Ｉに直交する方向ＩＩとの２サンプルについて測定し
た。
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　また、４０℃の環境温度下で、上記の方法により粘着シートを伸縮させて、復元率を求
めた。
【００６２】
（２）動摩擦力
　テーブルの上に粘着テープを基材フィルム面が上になるように貼り付け、その上にＳＵ
Ｓ３０４板（重さ２００ｇ、６３ｍｍ×６３ｍｍ）を基材フィルム面と接触するように置
き、基材フィルム面上でＳＵＳ３０４板を移動（１００ｍｍ／ｍｉｎ）させ、その時発生
した平均荷重（Ｎ）を計測し、これを動摩擦力とした。
【００６３】
［実施例１］
　２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ）／アクリル酸（ＡＡ）＝９０／１０（重
量比）から構成されるアクリル系ポリマー１００重量部、ポリイソシアネート系架橋剤（
商品名「コロネートＬ」、日本ポリウレタン社製）５重量部と、グリシジルアミン系架橋
剤（商品名「ＴＥＴＲＡＤ－Ｃ」、三菱瓦斯化学社製）０．０５重量部、および酢酸エチ
ルを含む粘着剤を調製した。この粘着剤を、片面をシリコーンで剥離処理した厚さ３８μ
ｍのポリエステルフィルム（商品名：ＭＲＦ、三菱化学ポリエステル株式会社製）の剥離
処理面に塗布し、１２０℃で２分間加熱して、厚さ２０μｍの粘着剤層を形成した。次い
で、当該粘着剤層面に、基材としてのステアリン酸アミドを0.1重量部含有したポリウレ
タン系フィルムＡ（厚さ：７０μｍ、大石産業社製）に転写し、５０℃にて４８時間保存
し、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６４】
［実施例２］
　基材として、ポリウレタン系フィルムＢ（厚さ：６０μｍ、日本マタイ社製）を用いた
こと以外は、実施例１と同様にして、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６５】
［実施例３］
　基材として、ステアリン酸アミドを０．０５重量部含有したポリプロピレン系エラスト
マー（ＰＰエラストマー）フィルム（厚さ：１００μｍ、日東電工社製）を用いたこと以
外は、実施例１と同様にして、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６６】
［実施例４］
　基材として、ポリエチレン（ＰＥ；厚さ：１０μｍ）／スチレン系エラストマー（Ｓｔ
エラストマー；厚さ：６０μｍ）フィルム／ポリエチレン（厚さ：１０μｍ）からなる積
層体（厚さ：８０μｍ、日本マタイ社製）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして、
粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６７】
［実施例５］
　基材として、エチレン酢酸ビニル共重合体フィルム（ＥＶＡ；厚さ：１０μｍ）／スチ
レン系エラストマーフィルム（厚さ：６０μｍ）／エチレン酢酸ビニル共重合体フィルム
（厚さ：１０μｍ）からなる積層体（厚さ：８０μｍ、日本マタイ社製）を用いたこと以
外は、実施例１と同様にして、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６８】
［比較例１］
　基材として、ステアリン酸アミド０．７重量部含有ポリ塩化ビニルフィルム（ＰＶＣ；
厚さ：７０μｍ、ダイヤプラス社製）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして、粘着
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　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００６９】
［比較例２］
　基材として、ポリエチレンフィルム（ＰＥ；厚さ：１００μｍ、日東電工社製）を用い
たこと以外は、実施例１と同様にして、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００７０】
［比較例３］
　基材として、ポリプロピレンフィルム（ＰＰ；厚さ：５５μｍ）／ポリエチレンフィル
ム（ＰＥ；厚さ：２５μｍ）からなる積層体（厚さ：８０μｍ、大倉工業社製）を用いた
こと以外は、実施例１と同様にして、粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００７１】
［比較例４］
　基材として、エチレン酢酸ビニル共重合体フィルム（厚さ：１００μｍ、日東電工社製
）を用いたこと以外は、実施例１と同様にして粘着シートを得た。
　得られた粘着シートを上記（１）および（２）の評価に供した。結果を表１に示す。
【００７２】
【表１】

【００７３】
　表１に示すように、本願発明によれば、復元率の高い粘着シートを得ることができる。
このような粘着シートをチップのピックアップに用いれば、粘着シート上に配置された複
数あるチップを、数回に分けてピックアップする場合、ピックアップの際には当該粘着シ
ートを伸長させて、一部のチップを良好にピックアップすることができ、その後には、粘
着シートが収縮復元して良好な保管性が実現される。
【符号の説明】
【００７４】
　１０　　　　　　　基材
　２０　　　　　　　粘着剤層
１００　　　　　　　粘着シート
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